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パラダイムシフトを 超越した持続的萬月 又 益を 
達成するための 新機能創出メカニズム 

一 電気機械 作襄 における実証分析 

0 大内純和，渡辺千個 ( 東工大社会理工学 ) 

近年。 多くの企業が 収益におい 苦しむ状況の 中、 一部の 

企業は高収益を 達成している。 ⑱ は 1985 年から 2005 年 ま 

での国内電気機械主要同社の 売上 営業利益率の 推移を示し 

ている。 

沖   
- 。 " 。 。 。   
一 。 。 田 ' 。 巧 。 廠 " 

@  @  -@ ro5h も @         
露で．国内電気 簿禰主 

昔書などを基に 筆者作成 

この図から、 キヤノンが高い 収益牲を維持していることが 

伺える。 またそれは。 一過性のものではなく、 ユ 980 年代の エ 

業ィ イ社会、 l9 ㏄年代の情報化社会。 2000 年以降のポスト 情報 

化社会というパラダイムシフトを 超越した持続的なものであ 

る。 
このキヤノンの 高 収益のメカニズムを 明らかにすることは、 

他の企業に対して 大きな示唆を 与えることができると 考えら 

れる。 

キヤノンの収益性の 高さについてほ。 事務磯部門特有のビ 
ジネスモデルの 収益構造について 指摘される場合が 多い。 つ 

まり、 @ 度。 複写機 そ プリンタを販売してしまえば、 販売後 

の保守サービスや 消耗品供給により 安定的に収益を 上げるこ 

とができるというものであ る，。 
しかし、 この事務磯部門特有のビジネスモデルだけが キヤ 

ノンの 高 収益の理由であ るならば、 他の事務 磯 部門を持っ企 

業もキヤノンと 同様に高い収益性を 示すほずであ る。 

そこで、 図劉こ 、 事務機関係事業の 国内主要 弓社 ( キヤノン、 

リコ @ 、 富士ゼロックス、 ェ プソン ) における事務機事業部門 

のみの売上高営業利益率の 推移を比較したものを 示す，この 

図から、 キヤノンの収益性 は 同様のビジネ 、 スを 展開する企業 

に比べても、 - 貫して高いことがわかる ぐ 榊原 は 005) も同様 

l 消耗品に関するビジネスモデルや 製品設計にっ l                                     
などを参照。 
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の 指摘をしている ) 。 

すな ね ち、 事務磯部門特有のビジネスモデルだけでは、 キ 

ヤノンの 高 収益の理由を 説明することは 不十分であ るといえ 

る。 
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図 2.  専   

出所 ) 各社有価証券報告書などを 基に筆者作成 

キヤノンと他の 事務 機 市場におけるライバル 企業との大き 

2 ここでは、 事務機関係事業の 各社におけるセバメントは 以             
キヤノン : 事務 機 ( 複写機、 レーザビームプリンタ、 イ ンタジニット 
プリンタ、 コンピュ - タ、 フ アクシミ リ 等 ) 
    コ一 : オフィス ソリ T- ション分野 ( 複写機器および 関連消耗品   

通信。 清報 システム、 ソリュ @ ション商品等 ) 
富士ゼロックス : @ ドキュメント 関連事業」の 割合が 90 冤を超えてい 

                有価証券報告書に 事業の種類別セグメント 情報が記載きれて 
いない。 よって、 企業全体を事務機関係事業とした。 
エプソン : 情報関連機器事業 ( カラー - イ                                             
- ザ @ プソンタ、 ド ソトマト ソ ツクスプリンタ、 マルチフアンクショ 
ンブリンタ、 大判インクジェットプリンタ 及びそれらの 消耗品、 カラ 
、   イメ @ ジスキヤ ナ 、 液晶プロジェクタ - 、 液晶モニタ - 、 ラベルラ 
イタ、 ミニプリンタ、 POS システム用プソンタ 及び 戸 C 等 ) 
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で 高いシェアを 持つリコーはプリンタ 市場ではほと 
ア を獲得していないし、 逆にプリンタ 市場で高いシ 

ェアを持つエプソンは 複写機の製造をしていない。 この 2 つ 

の製品で高いシェアを 確保していることがキヤノンの 高 収益 

虫と関係があ る可能性があ る。 
ズム を明らかにするために、 以下の仮説を 検証する " 

仮説 1 : 近い技術に多角化することで、 技術の多重利用によ 

⑭㎏ 鰍 ㎡ (2 ㏄ 5) は、 潜在 利用による技術 

長の要因であ る 

としている。 また、 鈴木。 児玉 (2005) は、 キヤノンは、 原則 

的に既存のコア 技術を近隣の 技術分野に徐々に 展開し、 それ 

を新規事業へとつなげて 多角化していくことで 急成長を遂げ 

たことを指摘している。 これらから、 コア技術を生かし、 技 

術の多角化を 上手 く マネジメントすることが 高 収益の鍵の一 

つであ るといえる。 

り 学習効果が高まる。 

を 有効に活用することができ、 

究からも技術的に 近いとされている。 すな む ち、 この 2 つの 

益 性悪 
ノ @ ま、 目 産業が急速な 価格 抵 

下けモディティ 化 ) によって付加価値や 利益が限定されて 
いるとしている。 急速な価格下落が 起きている状況では、 い 

くら販売曇を 増やしたとしてもそれが 企業の利益につながら 
ないといえる。 

そうだとすると。 企業が利益率を 高める方法 は 2 つになる " 

1 つぼ製品のコストを 下げるスピ @ ドを 他 企業より上げるこ 

と。 もう 1 つ ほ 、 製品の価格を 丘げる ( 下がる ヌピ -- ドを他 企 

業より抑えることであ るね 
製品のコストを 下げるスピードを ヒ げるためにほ、 学習効 

果が重要になってくる。 学習効果 は、 メぬ W  (j962j で指摘さ 

れているよ 引 こ、 積 生産量が増えるに つ れて。 一定の比率 

で 単位コス㌃ 力 ; 減 していくことであ る。 すなわち学習効果 

が 高い企業は、 コスト競争において 有利になる。 

一方。 製品価格の減少を 抑えるために は 市場のニーズとマ 

ッチした高付加価値な 製品、 新機能が付加された 製品を作り 

出すことが重要になる。 延岡 他 (2006) も コ モディディ化の 要 

因のすっとして。 顧客価値の頭打ちをあ げており、 この顧客 
優の頭打ちを 打破するには、 靱蘇煎蕊 e 簗 ㎏ Naga 組 ats 叫 2003), 

i 鈍 )abe 銘 ㎡ (2003,2004) が指摘するように 新機能創出が 非 

常に重要となってくる。 

現在の激しい 価格競争において 利益をあ げるためにほ、 学 

習と新機能創出が 重要であ ると考えられる。 だとすれば。 高 
収益をあ げているギヤノンはこれらを 上手 く 生かせているは 

ずであ る。 そして、 キヤノンの成長の 要因としてしてきされ 
るコア技術を 生かした近隣の 技術への多角化がこれらの 学習 

や新機能創出に 何らかの関係があ るのではないかと 考えられ 

る 。 

これまで。 技術の多角化については、 企業のイノベーショ 

ン活動に与える 影響 ( 由ァ cia- Ⅵ努も 2006 等 ぅや 。 スピルオーバ 

一 との関係 (Jaffe, ぽ 6 等 )                                                     
の、 学習と新機能創出との 関係については 十分な研究がされ 
ていない。 

製品を分析することで、 近 い 技術に多角化した 場合の影 

分析することができる。 

j どのように変化し 

たかを数量的に 実証分析す 

一夕を使用し、 製品レベルでの 複写機と五題軒の 学習効果を計 

測し。 製品としての 特徴を把握することとする。 製品レベル 
で学習係数の 変化が起きていれ ば 。 企業レベルで 学習効果の 

変 4% が起きているといえる。 

カラー L8 ョ 0 発売後に学習係数が 高まっていれ ば 、 技術の 

多重利用により 学習効果が高まっているといえる。 
また、 具体的な事例により。 学習効果の高まる 要因を分析 

する。 
仮説 2 については、 具体的な事例からどのように 技術のス 

ピルオーバ - が起こり、 新機能検証するのかを 検証する。 

産 
生産と国内生産価格の 推移を示す，ここ 

で。 国内生産価格 =( 国内生産金 綺 /( 国内生産台翰とし、 国内 

企業物価指数行敵機械 0( 日本銀行 ) を用いて実質化してあ る。 

          経済産業省 ( 各年版 ) r 機械統計年季 劃 。 日本銀行 HP を基に筆者作成 
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図 4 から、 近年生産量が 減少する一方で 生産価格が上昇し 

ていることが 伺える。 これは。 高価格の製品については ，日 

本国内で生産を 残しているものの。 低価格の製品などの 大部 

外 ( 中国など ) へ 生産を移していることによりを 自あ 
生産価格が上昇しているといえる。 

機 、 デジタル機は 早い段階から 海外 産 が開始されたて 

いたが。 フルカラ一機は 当初は日本国内をメインに 生産され 

ていたと考えられる。 特に、 生産価格が順調に 下がっている 

2004 年ぐらいまでほ、 そのほとんどを 日本国内で生産してい 

たといえる 4 。 よって。 本研究では分析対象期間ば 1997 年 - 

2004 年とする。 

図 5   

    
通常、 学習効果については ぴ ) 式の モヂル で表される。 

ど主 弗げ -%   
田ダ = 鮭 靖一九㎞㍗   

本研究においてほ、 ブルカラー複写機の 学習係数を 3 つの 

期間にわけて 計測する。 

。 アナロバ 機 ，デジタル 機 。 フルカラ - 機に分類された 統計が入手 可 

態なのは 実際に㏄㈱午から @997 年以降。 始まった   Ⅴ IAOT 社 ) ビジネス機械。 情報シス 
テム産業協会 ) による複写機の 出荷実績に関する 機種別の 3 国間貿易 
( 実際に通関しないが、 日本本社の売上として 処理したもの ) の統計を 
見てみると、 カラー複写機の 3 国間貿易の割合 は、 ㏄㈱ 年は ㌍ % で 
                年は                               

第 i 期間 : 97 年ユ 月 -9 

ク 化の本格 ィヒ ) 
3 期間の学習係数について、 ダミ @ 係数を用いた い ) 式で 

回帰分析を行い 計測する。 

蕪尹 = ㎞ 昂 + ㎏ 陀乃 2 々  輌 

- あ 勒 ㎏㌢ - あ の 2 ぬ ㍗ - み A3 ㎞㌢ 
  

(3 沫について回帰すると、 以下の結果が 得られた。 

ぬ尹二 3. 餌 9+6. 穏 6D2+3. 

ぐ 0.99 コ                       
で 4) 

-0.25 ゆ，ぬ V  -0.750%2 

  て楓 3.6% レ串串 (5.25 

() 肉 & 値 、 斡 エ % 有意。 "5% 有意 

分析結果を見ると、 カラー L 韓幹の発売前の 学習係数が 

であ るのに対し、 カラーも 後の学習係数は 0 ． 7 羽となっ 

ている。 このことから、 翼 P の発売により、 複写機の 
学習効果が富まつても、 る 可能性があ ることが示唆される。 

統計的に必ずしも 有意といえない 勲労があ るの ぼ 、 月次デ 

ータを使用するためどうしても 振れが大きいこと " 分析に使 

崩 しているデータが 国内生産台数と 国内生産価格のため、 氾輯 ㌢ 

の出現による 複写機への学習効果が 少ない企業のデータも 含 

まれてしまっていることが 考えられる。 企業レベルでのデー 

タで分析ができれば、 より明確な結果が 得られるのでほない 

だろうか。 

習 
具体的にどのような 技鋳が 利用され，学習が 共有されてい 

るのかについてキヤノンを 例に分析する 6 。 

複写機とし BP@ こおいては、 電子写真技術や㌃ナー。 カート 
リッジ技術、 システムコントローラ や 定着ロ - うや転写ベル 

トなど % 安な技術が共有されている。 
消耗品ビジネスにおいて 重要な役割 t 果たすトナ一につい 

ても、 キヤノンで は 、 ほとんどのフルカラー 複写機 や カラ一 

で、 i 蓮 合法 S トナー」と呼ばれるマイクロカプセル 構造 

っ 球状の超微粒子トナーを 使用している。 こ う すること 
で、 トナ一の製造上の 改善などにおいて、 図 
機 とし BP の両方の学習が 共有されることにな 

のスピードをあ げることができ、 他者に対して 有利な戦略を 

とりそずくなっていると 考えられる。 
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機艶 創出 
ピルオーバー。 

社外スピルオーバーを 有効に活用できると 考えられる。 トナ 
ー技術なども 社内スピルオーバ 一の 例 といえる。 

ここでは。 社外技術を内部に 取り入れ、 それを社内の 他部 

門へ波及させていった 例としてキヤノンのシステム ト 1 を考 

える。 システム LSI とは。 システム全体をワンチップに 搭載 

㈹ yste 魚 onC 軸樗 した大規模集積回路であ る。 
㈹ 93 年に米ネクストコンピュータは ハ一 ドウェア と ソフト 

ウェアの部門を 分社 た 際に、 キヤノンはハードウェア 部門 

を キヤノンの全額 出 の子会社 ( ファイアーパワ 一 ) として 

再出発させた。 ファイアーパワー   - で は 、 

うなどが共通で 開発を進めていた 新型 

装置 )  r パワー PCl を使ったチップ セッ 

設計した。 その後、 ファイアーパワーは 撤収することとなり。 

事業としては 成功とはいえなかつた。 しかし、 ここで学んだ 

回路設計技術が、 システム Ls 玉の開 生かされた。 この シ 

ステム L 団はまず複写機 @5000 」 00 」に搭載され、 こ 

の 複写機は多彩な 機能を加えたマル アンクションが 売り 
となった。 この複写 での学習を生かし、 さらに LRP などの 

極製品へも利用され、 デジタル化、 ネットワーク 化、 マルチ 

ファンクション 化へ対応していつた。 まさに、 社外スピルオ 
- 一 / く -- 、 社内スピルオーバーを 有効活用した 新機能創出とい 

える。 このように自社の 持つている技術をすぐに 他の製品へ 

利用できたのは、 近い技術に多角化していたからだと 考えら 

れる。 

 
 

  

本研究でぼ、 技術の多角化、 学習、 新機能創出のダイナミ 
ズム について分析を 行った。 

カラー モ Bp が発売された 後、 フルカラー複写機の 学習係数 

がヒ がっていたことから。 技術の多重利用により、 学習の共 

有が起こっていることが 伺える。 このことからも、 複写機と 

重 お ㌢の両方でトップシェアであ るキヤノン は コスト競争にお 

いて、 ライバル企業に 対して有利であ ると推測される。 
また、 複写機 とコピ 一機の例から。 近い技術に多角化する 

ことは社内。 社外スピルオーバーを 効率的に利用できるので。 

市場の変化などに 合わせて、 効率的に新機能創出を 行えると 

いえる。 

以上のように、 技術の多角化を 上手 く マネジメント し 、 技 

術の多角化。 学習、 新機能創出のダイナミズムを 活用するこ 

とは、 高 収益構造を築くために 重要であ ることが示唆された。 

角化 戦略を考える 際にほ。 多角化した際の 
学習の共有化、 スピルオ - バ一の効果的活用まで、 考慮に 入 

れて、 戦略を立てることが 必要であ る。 

今回のキヤノンの 複写 と T,H ㌢の 例 とほ逆に、 技術的 @ こ遠 

い分野に多角化することは、 学習の共有、 スピルオーバ 一の 

活用ができずに、 研究開発の効率性。 生産性などが 上がらな 

い要因となり ぅる 可能性が高いといえる。 

今回は、 既存研究を基に 複写機とプリンタは 技術 

ことを前提に 分析を行ったが、 今後は。 技術間の距離 

を計測するモデルを 構築することが 必要であ る。 また。 事例 

分析を中心に 行った新機能 出についても。 数値で表すこと 

のできる指標が 望まれる。 れらのモデル 化。 指標化が可能 
となれ ば、 近い分野と遠い 分野に技術の 多角化をした 場合の 、 

学習、 新機能創出の 違いを計量的に 明らかにすることが 可能 

になる。 

St ⑭ cn 荻 e: A 皿 Assess 租 e 血 Of  Ca 皿 O 鮎 's  S ぬ 。 stai 鰻 ble  G 五 % Ⅳ てね 
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